
伊奈町告示第 １０２ 号 

 

事後審査型条件付一般競争入札を行なうので、地方自治法施行令（昭和

２２年政令第１６号）第１６７条の６の規定に基づき公告する。なお、本

公告に記載のない事項については伊奈町条件付一般競争入札執行要綱の規

定によるものとする。 

 

令和８年 ７月２１日 

 

                                伊奈町長  大 島  清 

 

記 

１ 入札に付する事項  
（１）件名 丸山スポーツ広場テニスコート改修工事 
（２）場所  北足立郡伊奈町大字小室地内 
（３）期間 契約締結の日から令和９年２月２６日まで 
（４）概要 スポーツ広場テニスコート張替に関わる工事 一式 
（５）予定価格 事後公表とする 
２ 入札手続きの方法 本件入札は、伊奈町電子入札運用基準（以下「運用基

準」という。）に基づき、資料の提出、届け出及び入札を

埼玉県電子入札システム（以下「電子入札システム」とい

う。）により行う。ただし、資料等の提出方法に別途定め

がある場合は、当該方法による。 
３ 落札者の決定方法 
（１）落札候補者 町の定めた予定価格以下で、有効な最低価格の入札をし

た者を落札候補者とし、保留通知書をもって連絡とする。 
（２）資格等の審査 落札候補者は、令和８年８月１０日（月）（再度入札の

場合は、令和８年８月１８日（火））１７時１５分までに

下記の提出書類を総務課へ提出し、入札参加資格に必要な

資格等について審査を受けること。（事後審査） 
 
提出書類 
・条件付一般競争入札参加資格等確認申請書 
・条件付一般競争入札参加資格等確認資料 
・「６ 入札に参加する者に必要な資格」（１）から

（８）のうち、町が指定する提出書類 
（３）落札者 （２）の審査の結果、入札参加資格に必要な資格等を満

たすことが確認されたときは、落札者として決定する。落

札については、落札決定通知書をもって連絡とする。 
４ 入札に参加できる者の形態 単体企業であること 
５ 競争参加資格確認申請書

の提出 
 令和８年７月２１日（火）１０時００分から 
 令和８年７月２７日（月）１１時００分まで 
  
 入札参加を希望する者は、上記期間内に電子入札システ



ムにより事前申請（システム上で競争参加資格確認申請書

を提出）すること。 
なお、社名や代表者の変更により電子証明書の情報の変

更（再取得）が間に合わないなど、やむを得ない理由があ

る場合は、運用基準により紙入札による参加ができる。こ

の場合、「紙入札方式参加申請書」を総務課に紙媒体で上

記期間内に提出し、承認を得ること。 
６ 入札に参加する者に必要な資格 
（１）建設業の許可 土木工事業について、建設業法（昭和２４年法律第１０

０号）第３条の規定による許可を受けているものであるこ

と。ただし、下請負代金の総額が 5,000 万円（建築一式工

事である場合には 8,000 万円)以上となる場合には、特定建

設業の許可を受けている者であること。 
 
提出書類 建設業許可の写し（有効期限内のもの） 

（２）資格者名簿への登載 令和７・８年度の伊奈町競争入札参加資格者名簿に

（１）に示す業種で登載されていること。 
（３）業種及び格付け  業 種   土木工事業 

 格付け   Ｂ級、Ａ級又はＣ級（（２）に示す資格者

名簿における（１）に示す業種の格付け） 
（４）所在地 （２）に示す資格者名簿に登載された契約権限を持つ本 

店支店又は営業所等が、埼玉県内又は東京都内にあるこ

と。 
（５）施工実績  過去１０年間に国（独立行政法人を含む。）又は地方公

共団体との契約により（１）に示す業種の工事〔５００万

円以上の請負契約〕１件以上を単体企業で元請けとして完

成させた実績を有すること。 
 
 提出書類 契約書の写し（CORINS の竣工時カルテ受

領書の写しでも可） 
（６）配置予定の技術者 ア本工事に対応する建設業法の許可業種に係る主任技術

者を施工現場に配置すること。ただし、下請負金額の

総額が 5,000 万円を超える場合は、監理技術者を配置

すること。 
イ配置予定技術者は、当該者が在籍する建設業者と、

「５競争参加資格確認申請書の提出」に記載した提出

期限日の３カ月以前から恒常的な雇用関係にあるこ

と。 
ウ要件を満たす場合は、経営業務の管理責任者が主任技

術者を兼ねることができる。 
エ要件を満たす場合は、営業所技術者が主任技術者を兼

ねることができる。 
 
 提出書類 

・配置予定の技術者に係る技術検定等合格証明書の写し

及び監理技術者資格者証の写し等 
・配置予定の技術者が営業所専任技術者でないことを確

認できる書類 
・経営業務の管理責任者又は営業所技術者が主任技術者

を兼ねる場合は、現場代理人等通知書 



（７）主任技術者（監理技術

者）の専任 
非専任 
 

 提出書類 
・現場代理人等通知書 

（８）その他の参加資格等 ア 本告示日から入札日までの期間において本町の入札

参加停止の措置を受けていないこと。 
イ 本告示日において会社更生法（平成１４年法律第１

５４号）に基づき更生手続開始の申立てをしていない

者、又は、民事再生法（平成１１年法律第２２５号）

に基づき再生手続開始の申立てをしていない者である

こと。なお、会社更生法に基づき更生手続開始の申立

てをした者、又は、民事再生法に基づき再生手続開始

の申立てをした者にあっては、手続開始の決定がされ

た者であること。 
ウ 本工事における現場代理人は、常駐とする。（ただ

し「伊奈町発注工事における主任技術者等に関する基

準」に定める要件を満たすときは、兼務可とする。） 
 
提出書類 配置予定の現場代理人が営業所専任技術者

でないことを確認できる書類 
     ・ウに該当する場合（現場代理人等の常駐規

定緩和に係る照会兼回答書） 
７ 設計図書等  設計図面及び仕様書等（以下「設計図書等」という。）

は、電子入札システムのうち、入札情報システムにより掲

載する。 
８ 現場説明会  開催しない 
９ 設計図書等に関する質問  令和８年７月２１日（火）１０時００分から 

 令和８年７月２７日（月）１２時００分まで 
 
 設計図書等に関して質問がある場合は、上に示す期間内

に、質問書を電子入札システムにより提出すること。 
 質問書の題名、説明要求内容には、特定の企業名や個人

名を記入しないこと。 
１０ 質問に対する回答  令和８年７月２８日（火）１２時００分まで 

 
 質問に対する回答は、上記日時までに、電子入札システ

ムにより回答する。 
１１ 入札に関する注意事項 
（１）入札に記載する金額 落札決定に当たっては、入札書に記載された金額に当該

金額の１００分の１０に相当する額を加算した額（当該金

額に１円未満の端数があるときは、その端数金額を切り捨

てた金額）をもって契約金額とするので、入札者は、消費

税及び地方消費税に係る課税事業者であるか免税事業者で

あるかを問わず、見積った契約金額の１１０分の１００に

相当する金額を入札書に記載すること。 
（２）入札書の提出期間 当初入札 

令和８年７月２９日（水）１０時００分から 
令和８年８月 ３日（月）１７時００分まで 

再度入札 
令和８年８月 ４日（火）１３時００分から 



令和８年８月 ６日（木）１７時００分まで 
（３）開札日時 当初入札 

令和８年８月 ４日（火）１０時３０分 
再度入札 

令和８年８月 ７日（金）１０時３０分 
（４）入札回数 ア 再度入札は１回までとする。 

イ 当初入札に参加しない者は、再度入札に参加するこ

とはできない。 
（５）独占禁止法等関係法令

の順守 
入札に当たっては、私的独占の禁止及び公正取引の確保

に関する法律（昭和２２年法律第５４号）等に違反する行

為を行ってはならない。 
（６）その他 ア  一度提出した入札書を書換え、引換え又は撤回をす

ることはできない。 
イ 本工事は、伊奈町土木工事における「週休２日制モ

デル工事（現場閉所型）」の試行対象工事である。 
（７）電子くじ  落札候補者とすべき同額の入札をした者が２者以上いる

ときは、電子入札システムの電子くじにより、落札候補者

を決定する。 
１２ 最低制限価格 設定する。（最低制限価格を下回る価格をもって入札し

た者は失格とする。） 
１３ 入札保証金 免除する。 
１４ 入札の無効 次のいずれかに該当する入札は無効とする。 

ア 参加資格審査の結果、入札に参加する資格を満たし

ていない者がした入札 
イ  記載すべき事項の記入のない入札書又は記入した事

項が明らかでない入札書による入札 
ウ 電子証明書を不正に使用した者がした入札 
エ  郵便、電報、電話及びＦＡＸによる入札 
オ 談合その他不正行為があったと認められる入札 
カ 虚偽の一般競争入札参加資格等確認申請書を提出し

た者がした入札 
キ 入札書と入札金額見積内訳書の入札額が異なる入札 
ク その他公告事項に反した者がした入札 

１５ 契約保証金 ア  落札者は、契約金額の１００分の１０以上（当該金

額に１円未満の端数があるときはその端数金額を切り

上げた金額）の契約保証金の納付又は契約保証金の納

付に代えることができる担保を契約締結の日までに提

供しなければならない。 
イ  次に掲げる者は、契約保証金の納付について免除す

る。 
・保険会社との間に町を被保険者とする履行保証保険

契約を締結し、その保険証券を提出した者 
・委託を受けた保険会社と工事履行保証契約を締結

し、その履行保証証券を提出した者 
ウ  契約保証金は、契約の履行後、契約者から請求書の

提出を受けることにより、還付する。ただし、請負者

がその責に帰すべき理由により契約上の義務を履行し

ないときの契約保証金は、還付しない。 
１６ 支払い条件 
（１）前払金 あり（その額は、契約金額の４０％以内で、１億円を限



度とし、１０万円未満の端数は切り捨てる。） 
（２）部分払 中間前金払あり（その額は、契約金額の２０％以内で、

5,000 万円を限度とし、１０万円未満の端数は切り捨て

る。） 

１７ 契約の時期 
（１）議会の議決 不要 

１８ 問い合わせ 伊奈町役場総務課管財係 
 電話０４８－７２１－２１１１ 

 


